
  

議案第 ８ 号 

 

平成２９年度磐田市一般会計予算  

 

 平成２９年度磐田市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。  

 

 （歳入歳出予算）  

第１条 歳入歳出予算の総額は歳入歳出それぞれ６２，６２０，０００千円と

定める。  

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。  

 （債務負担行為）  

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすること

ができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。  

 （地方債）  

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方

債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地

方債」による。  

 （一時借入金）  

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れ

の最高額は、５，５００，０００千円と定める。  

 （歳出予算の流用）  

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項

の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりとする。  

 (１) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除

く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれら

の経費の各項の間の流用  

 

 

  平成２９年２月１７日 提出  

                  磐 田 市 長  渡 部  修  
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第　１　表　　歳 入 歳 出 予 算

  １　歳　入 (単位：千円)

款 項

 1 市税 27,622,026 

 1 市民税 12,007,617 

 2 固定資産税 12,648,589 

 3 軽自動車税 488,934 

 4 市たばこ税 1,020,000 

 5 特別土地保有税 1 

 6 入湯税 2,728 

 7 都市計画税 1,454,157 

 2 地方譲与税 670,001 

 1 地方揮発油譲与税 200,000 

 2 自動車重量譲与税 470,000 

 3 地方道路譲与税 1 

 3 利子割交付金 20,000 

 1 利子割交付金 20,000 

 4 配当割交付金 110,000 

 1 配当割交付金 110,000 

 5 株式等譲渡所得割交付金 100,000 

 1 株式等譲渡所得割交付金 100,000 

 6 地方消費税交付金 3,000,000 

 1 地方消費税交付金 3,000,000 

 7 ゴルフ場利用税交付金 38,000 

 1 ゴルフ場利用税交付金 38,000 

 8 自動車取得税交付金 130,000 

 1 自動車取得税交付金 130,000 

 9 地方特例交付金 110,000 

 1 地方特例交付金 110,000 

10 地方交付税 6,300,000 

 1 地方交付税 6,300,000 

11 交通安全対策特別交付金 40,000 

 1 交通安全対策特別交付金 40,000 

12 分担金及び負担金 671,194 

 1 負担金 671,194 

金 額
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(単位：千円)

款 項

13 使用料及び手数料 1,079,444 

 1 使用料 758,284 

 2 手数料 321,160 

14 国庫支出金 6,290,472 

 1 国庫負担金 4,804,868 

 2 国庫補助金 1,448,271 

 3 委託金 37,333 

15 県支出金 3,789,246 

 1 県負担金 1,936,167 

 2 県補助金 1,509,199 

 3 県委託金 343,880 

16 財産収入 230,356 

 1 財産運用収入 50,567 

 2 財産売払収入 179,789 

17 寄附金 1,050,532 

 1 寄附金 1,050,532 

18 繰入金 2,791,844 

 1 特別会計繰入金 3 

 2 基金繰入金 2,791,841 

19 繰越金 150,000 

 1 繰越金 150,000 

20 諸収入 3,586,985 

 1 延滞金、加算金及び過料 10,000 

 2 市預金利子 164 

 3 貸付金元利収入 1,695,941 

 4 受託事業収入 158,305 

 5 雑入 1,722,575 

21 市債 4,839,900 

 1 市債 4,839,900 

62,620,000 

金 額

歳 入 合 計
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  ２　歳　出 (単位：千円)

款 項

 1 議会費 338,350 

 1 議会費 338,350 

 2 総務費 8,985,430 

 1 総務管理費 4,993,899 

 2 徴税費 654,035 

 3 戸籍住民基本台帳費 235,208 

 4 選挙費 118,656 

 5 統計調査費 17,046 

 6 監査委員費 48,532 

 7 市民活動振興費 2,918,054 

 3 民生費 18,679,040 

 1 社会福祉費 8,648,252 

 2 児童福祉費 9,006,467 

 3 生活保護費 1,024,121 

 4 災害救助費 200 

 4 衛生費 5,258,157 

 1 保健対策費 2,874,478 

 2 環境対策費 395,951 

 3 清掃費 1,987,728 

 5 労働費 1,859,820 

 1 労働諸費 1,859,820 

 6 農林水産業費 1,261,618 

 1 農業費 1,208,646 

 2 林業費 41,619 

 3 水産業費 11,353 

 7 商工費 1,028,787 

 1 商工費 1,028,787 

 8 土木費 9,245,113 

 1 土木建築管理費 163,696 

 2 道路橋りょう費 2,139,095 

 3 河川費 188,665 

 4 都市計画費 6,653,877 

金 額
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(単位：千円)

款 項

 5 住宅費 99,780 

 9 消防費 2,322,806 

 1 消防費 2,322,806 

10 教育費 6,813,331 

 1 教育総務費 2,781,450 

 2 小学校費 917,697 

 3 中学校費 472,183 

 4 幼稚園費 1,717,034 

 5 社会教育費 924,967 

11 災害復旧費 5 

 1 厚生労働施設災害復旧費 1 

 2 農林水産業施設災害復旧費 1 

 3 公共土木施設災害復旧費 1 

 4 文教施設災害復旧費 1 

 5 その他公共施設・公用施設災害復 1 

旧費

12 公債費 6,727,543 

 1 公債費 6,727,543 

13 予備費 100,000 

 1 予備費 100,000 

62,620,000 

金 額

歳 出 合 計
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事 項 期 間

千円

平成30年度から

平成31年度まで

平成30年度から

平成31年度まで

平成30年度から

平成48年度まで

平成30年度から

平成38年度まで

平成30年度から

平成48年度まで

平成31年度から

平成48年度まで

平成30年度から

平成48年度まで

第 ２ 表　債 務 負 担 行 為

限 度 額

証 明 書 コ ン ビ ニ 交 付
シ ス テ ム 導 入 経 費

72,054平成30年度

市 民 課 証 明 発 行 等
窓 口 業 務 委 託

66,684

市 ホ ー ム ペ ー ジ
作 成 業 務 委 託

12,000平成30年度

市 税 課 証 明 発 行 等
窓 口 業 務 委 託

26,594

市 民 文 化 会 館 整 備
基 本 実 施 設 計 委 託

101,738平成30年度

障 害 児 者 支 援 施 設
聖隷ぴゅあセンター磐田（障害
者 就 労 支 援 事 業 所 部 分 ）
施 設 整 備 事 業 補 助 金

132,412

障 害 者 支 援 施 設
松ぼっくり（従たる事業所）
施 設 整 備 事 業 補 助 金

4,689

障 害 児 者 支 援 施 設
聖隷ぴゅあセンター磐田（児童
発 達 支 援 セ ン タ ー 部 分 ）
施 設 整 備 事 業 補 助 金

95,041

児 童 福 祉 施 設
バ デ ィ 保 育 園
施 設 整 備 事 業 補 助 金

30,000

学 校 及 び 児 童 福 祉 施 設
龍 の 子 幼 稚 園
施 設 整 備 事 業 補 助 金

9,500
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事 項 期 間

千円

平成30年度から

平成44年度まで

磐 田 市 土 地 開 発 公 社 の

債 務 保 証

限 度 額

勤労者総合福祉センター
空 調 設 備 改 修 工 事

48,724平成30年度

平成29年度 農道舗装事業
に 係 る 損 失 補 償

11,157

久保川治水プロジェクト事業
（ 西 御 殿 川 排 水 ポ ン プ 場
機 械 ・ 電 気 設 備 工 事
及 び 施 工 監 理 委 託 ）

232,800平成30年度

112,477平成30年度

旧 ク リ ー ン セ ン タ ー
解 体 撤 去 整 備 工 事
（解体工事及び施工監理委託）

平成30年度 856,548

203,400平成29年度

ながふじ学府新たな学校づくり
整 備 基 本 実 施 設 計 委 託
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第 ３ 表  地 方 債

限度額

千円

254,600

うち合併特例費 (254,600)

56,600

うち合併特例費 (56,600)

27,000

うち合併特例費 (27,000)

455,000

うち合併特例費 (455,000)

102,700

うち合併特例費 (102,700)

79,200

35,500

うち合併特例費 (35,500)

447,100

うち合併特例費 (447,100)

275,800

うち合併特例費 (275,800)

340,800

うち合併特例費 (340,800)

61,200

うち合併特例費 (61,200)

10,700

うち合併特例費 (10,700)

9,600

うち合併特例費 (9,600)

184,100

うち合併特例費 (184,100)

2,500,000

合　　　　計 4,839,900

うち合併特例費 (2,260,700)

文化振興施設整備事業費

商工施設整備事業費

消防施設整備事業費　　　

借 入 先
財 政 融 資
資 金
地方公共団
体金融機構
資 金
市中銀行等

借 入 方 法
証 書 借 入
証 券 発 行

農林施設整備事業費

利　　　率起債の目的

河川整備事業費　　　　　

道路橋りょう整備事業費

中学校建設事業費　　　　

交通安全対策施設整備
事業費

この起債は、政府資
金についてはその融
通条件により、その
他の場合にはその借
入先の条件に従い償
還する。ただし、市
財政の都合により据
置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利に
借換えをすることが
できる。

都市計画事業費　

幼稚園建設事業費　　　　

臨時財政対策費　　　　　

一般廃棄物処理事業費

1.

2.

償還の方法起債の方法

 政府資金は融通条
件による。その他の
資金は 5.0％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行った後にお
いては、当該見直し
後の利率）

小学校建設事業費　　　　

スポーツ施設整備事業費

防災施設整備事業費　　
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